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Detecting an Illegal Conduct in Welfare Facilities
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要する（本法 2 条 3 項 1 号）とされている。そして，











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の説明なく），Y が X に対して「取引中止」を申
し入れてきたというものである。X から Y に対す


















































































































（ 1 ） 宮崎信用金庫事件（福岡高裁宮崎支部 2002
年 7 月 2 日判決），群英学園事件（東京高裁
2002 年 4 月 17 日判決），トナミ運輸事件（富
山地裁 2005 年 2 月 23 日判決）等。




（ 3 ） 最高裁判所の判例検索サイトで「公益通報
者保護法」のキーワードで検索してみると，
いくつかの判例がヒットするが，その内容




（ 4 ） 本稿で取り上げる論点は，山川他（2004）
での議論を参考に，特に重要と思えるもの
をピックアップしたものである。
（ 5 ） 本法制定時は 400 本であったが，その後随
時追加されて現在はこの数になっている。


























































大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　20　2018
19，諏訪発言）。
（10） 地方公務員法 34 条に違反した者に対しては，
懲戒処分どころか「1 年以下の懲役または 3
万円以下の罰金」という罰則が適用される
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